別記第９号様式（第21関係）

所要（見込）額調書個表（在宅サービス等）

（　　　　　年　　月～　　　　　年　　月）

【サービス区分】
□　訪問介護／第１号訪問事業
□　通所介護／地域密着型通所介護／第１号通所事業
□　短期入所生活介護／介護予防短期入所生活介護

□　定期巡回・随時対応型訪問介護看護

□　夜間対応型訪問介護

□　認知症対応型通所介護／介護予防認知症対応型通所介護

□　小規模多機能型居宅介護／介護予防小規模多機能型居宅介護

□　複合型サービス

事業所名　　　　　　　　　　　　　　　　　

	本来受領すべき利用者

負担額等の総額　Ａ
	Ａの１％　Ｂ

【法人負担分】
	軽減額総額　Ｃ

（食費・滞在費・宿泊費含む）
	補助対象額　Ｄ

Ｃ－Ｂ（マイナスの場合は「０」）
	補助率　Ｅ
	補助所要額　Ｆ

Ｄ×Ｅ

	
	
	
	
	２分の１（50％）
	


（注）

１　本様式はサービス区分及び事業所毎に作成する。ただし、同一のサービスで複数の事業所を有している法人にあっては、まとめて記載して差し支えない。なお、その際に記載する事業所名には、複数のうちの一つの事業所名のみを記載し、名称の最後に「（複数あり）」と記載すること。

２　Ａ欄については、原則、毎月報告する「別記第２号様式　社会福祉法人等軽減状況報告書（総括表）」における同一サービス区分の（Ａ）欄の金額の当該年度分の合計と一致するものであること。

３　Ｂ欄については、Ａ欄の額に１％を乗じた額とする。ただし、円未満の端数が生じた場合は、当該端数を切り捨てるものとする。

４　Ｃ欄については、原則、毎月報告する「別記第２号様式　社会福祉法人等軽減状況報告書（総括表）」における同一サービス区分の軽減額合計の当該年度分の合計と一致するものであること。
５　Ｄ欄については、Ｃ欄の額からＢ欄の額を差し引いた額とし、マイナスの場合は「０」とする。

６　Ｆ欄については、Ｄ欄の額にＥ欄の補助率（1/2）を乗じた額とし、円未満の端数が生じた場合は、当該端数を切り捨てるものとする。

